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地域バス会社165社中136社が赤字

出展：国土交通省 乗合バス事業者の収支状況（2016年度）
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乗合バスは国民の生活必需品

17% 14% 69%

乗合バス

合計 35万台

5 24

69% 5% 26%

合計 61億人

3 15

貸切バス タクシー

保有台数

輸送人員

6万台

42億人

資料：国土交通省統計データ(平成26年度) 3

ラストワンマイルの移動手段



自動化レベル

2017 2018

Level2

Level3

Level4

沖縄
(内閣府SIP)

石垣島
(内閣府SIP)

沖縄
(内閣府SIP)

芝公園・丸の内

道の駅※
(内閣府SIP/国交省)

羽田空港

道の駅※
(内閣府SIP/国交省)

路線バス型
時速30km
往復1km

長距離ルート
往復32km

渋滞

雪道・GPSなし

閉鎖空間で
Level4
(低速)

閉鎖空間で
Level4

内閣府等のプロジェクトに参加し

実証実験を段階的にレベルアップ

公道 Level3&4

※先進モビリティでの実証
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プロのドライバー

約30人に聞きました

乗り心地評価
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2018年度 茨城県 日立市で実証
（スマートモビリティシステム研究開発・実証事業）
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警察庁
道路使用許可

2017年6月1日

自動運転バス調査委員会

国交省
車両保安基準

2017年2月9日

(レベル４相当実験も可能)

日本は実証実験がやりやすい環境



複数の大手民間バス会社

本格的なサービス実証の必要性を認識

安全・安心な自動運転バス実現会議 11



自動運転実用化に必要な２つの安全

車内事故の防止
乗客案内
トラブル対応など

・

A. 走行安全 B. 乗客安全

交通事故の防止
車両状態監視
インフラ協調など

＆
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SBドライブ技術者自ら

大型二種免許取得

安全へのこだわり
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自動運転バスの車内を安全に!

2,000件中 661件

出展：交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」

車内での転倒や怪我
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乗客安全を遠隔で見守る

地域のバス事業者

困っていないか？ 危なくないか？ 異常はないか？

地域におけるサービス実証モデル 15
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走行機能安全の実証 サービス実証

旅客事業としての
・サービス業務構築
・ビジネスモデル検証 など

現状枠組みで実証実験は可能

商用化に向けたサービス実証へ
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車両保安基準

道路交通法

基準緩和認定要項

遠隔型の基準

信号接続要領

2019年度〜〜 2018年度

商用化可能な制度設計
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ジャパンモデルを世界へ
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UPDATE MOBILITY


